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④職場体験事業

事業を委話して,る場合t委1託1団体名

識 1年度篠‐繊 キ1成

"年
1産(22年 1二日床1離点)

北海道 (福 )北海道社会福祉協議会 (福 )北海道社会福祉協議会

青森県 社会福祉法人青森県社会福祉協議会 社会福祉法人青森県社会福祉協議会

岩手県 社会福祉法人岩手県社会福祉協議会 社会福祉法人岩手県社会福祉協議会

宮城県 社会福祉法人 宮城県社会福祉協議会 社会福祉法人 宮城県社会福祉協議会

秋田県 (福 )秋田県社会福祉協議会 (福 )秋田県社会福祉協議会

山形県 社会福祉法人 山形県社会福祉協議会 社会福祉法人 山形県社会福祉協議会

福島県 社会福祉法人 福島県社会福祉協議会 社会福祉法人 福島県社会福祉協議会

茨城県 茨城県社会福祉協議会 茨城県社会福祉協議会

栃木県 (福 )栃木県社会福祉協議会 (福祉人材・研修センター ) (福 )栃木県社会福祉協議会 (福祉人材・研修センター )

群馬県 群馬県社会福祉協議会 群馬県社会福祉協議会

埼玉県 福祉人材センター(埼玉県社会福祉協議会) 福祉人材センター (埼玉県社会福祉協議会)

千葉県 千葉県社会福祉協議会 千葉県社会福祉協議会

東京都 (東京都から各施設への直接補助) (東京都から各施設への直接補助 )

神奈川県 社会福祉法人 神奈川県社会福祉協議会 社会福祉法人 神奈川県社会福祉協議会

新潟県 新潟県社会福祉協議会 (新潟県福祉人材センター) 新潟県社会福祉協議会 (新潟県福祉人材センター)

富山県 富山県社会福祉協議会 富山県社会福祉協議会

石川県
社会福祉法人石川県社会福祉協議会

(石川県福祉人材センター)
社会福祉法人石川県社会福祉協議会

(石川県福祉人材センター)

山梨県 山梨県社会福祉協議会 山梨県社会福祉協議会

長野県 長野県社会福祉協議会 長野県社会福祉協議会

岐阜県 岐阜県社会福祉協議会 岐阜県社会福祉協議会

静岡県
静岡県社会福祉人材センター

(静岡県社会福祉協議会)
静岡県社会福祉人材センター

(静岡県社会福祉協議会 )

愛知県 社会福祉法人 愛知県社会福祉協議会 社会福祉法人 愛知県社会福祉協議会

二重県 二重県社会福祉協議会 二重県社会福祉協議会

滋賀県 社会福祉法人 滋賀県社会福祉協議会 社会福祉法人 滋賀県社会福祉協議会

京都府 京都府福祉人材・研修センター 京都府福祉人材・研修センター

大阪府 大阪府社会福祉協議会(大阪府福祉人材センター) 大阪府社会福祉協議会 (大阪府福祉人材センター)

奈良県 奈良県社会福祉協議会 奈良県社会福祉協議会

和歌山県 和歌山県社会福祉協議会 和歌山県社会福祉協議会

鳥取県 社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会 社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会

島根県 島根県社会福祉協議会 島根県社会福祉協議会

広島県 社団福祉法人広島県社会福祉協議会

山口県 社会福祉法人山口県社会福祉協議会 社会福祉法人山口県社会福祉協議会

徳島県 社会福祉法人 徳島県社会福祉協議会 社会福祉法人 徳島県社会福祉協議会

香川県 (福 )香川県社会福祉協議会 (福 )香川県社会福祉協議会
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愛媛県 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会

高知県 高知県社会福祉協議会 高知県社会福祉協議会

福岡県 福岡県社会福祉協議会 (県福祉人材センター) 福岡県社会福祉協議会 (県福祉人材センター )

長崎県 長崎県介護福祉士会 長崎県介護福祉士会

熊本県
社会福祉法人熊本県社会福祉協議会 熊本県福祉人材・

研修センター

社会福祉法人熊本県社会福祉協議会 熊本 県福祉人材
・

研修センター

大分県 社会福祉法人 大分県社会福祉協議会 社会福祉法人 大分県社会福祉協議会

宮崎県 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会

鹿児島県 県福祉人材センター 県福祉人材センター

沖縄県 社会福祉法人 沖縄県社会福祉協議会 社会福祉法人 沖縄県社会福祉協議会

「事業成果が見受けられた事例や数値等Jや「事業実施上
―
の改善‐点
‐
や工大した卓」等

北海道

○体験者の終了報告に「福祉・介護への就職は考えていなかつたが、今後考慮していく」という意見が多く見られる

○事業所から、「新しい人が事業所に加わることにより、利用者さんにも良い刺激・良い影響を与えることができる。」

という声がある。
○実際に体験することで、就職に結びつかなくとも、福祉職場への理解が深まった。

青森県

養成校での出張登録の際、事業内容を直接学生に説明したことにより、就職先選定の材料とするため、夏休みを利

用しての参加が増えた。ハローワークに周知依頼したことで福祉分野に興味があるが、今ひとつ自信がないという求

職者を事業に引き込んでいる。

岩手県

・チラシ等による広報のほか、キャリア支援専門員を活用したPRに力を入れている。
・職場体験の申込みから実施をスムーズに進めるため、過去に体験者の受入れを承諾してもらつた施設をパート

ナー施設として事前登録している。

宮城県
・体験者の負担 (交通費等)を考慮し、居住地に近い施設の登録開拓を行うことにより、各圏域での登録が増え体験

者の希望に沿つた施設での体験が可能となった。

山形県

・体験先施設へ就職した方 1名有
・体験先施設へ就職を希望する方が多いため、介護施設に限定しての職場体験を実施
・体験者に自分が体験に行く施設はどのようなサービスを行つているのか自覚してもらうため、事前学習会を実施。

体験後も他の体験者がどのような体験をしてきたのか等を情報交換する報告会を行う予定。

福島県
事業PRについて、単独の説明会では参集実績が伸びなかつたので、他会議においてPRの時間を設けるなどし
た。複数回行うことで、対象施設・事業所にもれなく周知されるよう工夫している。

茨城県
介護職の就職希望者が施設において職場体験を行うことにより,実際の職場の雰囲気やサービス内容などを知るこ

とができ,人材の参入の促進に寄与することができた。

群馬県

○体験者と受入施設のニーズに沿うよう、前年度より体験日数の設定をより柔軟に運用した。

○体験者からは「たいへんよかった」との感想が多くみられた。また、体験した職場に就職を希望する体験者もいた。

○ハローワークやマンバワーセンター・人材バンクの求職登録者等に数回にわたり周知を図るが、体験 申込者が予

想以上に少なかつた。

埼玉県
不況により、他分野から介護の仕事を求めて来る者多くなつているため、平成22年度からは、資格がない者にも対応

した見学会のような研修もとりいれ、より参加しやすい研修となるように工夫した。

千葉県
鯉 離 ご 踊 蒙 朧 亡薪髪 鋼 王 鶏 釜留 薄 ヅ ξ恭難 乳 鷲 諮 籠 鵬

ヾ

ほとんどであり、就労への誘導効果はあるものと思われる。受入事業所の募集については、他の実習の受入れとの

重複することがあるので調整が必要となっている。
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東京都

1事務手続面における改善
(1)申請関係書類の簡素化を図り、事業者の事務負担軽減を行つた。

(2)補助要綱に細則を設け、交付額決定手続きの明確化を行つた。
2事業の成果
受入施設における人材確保及び定着への意識の高まりにより体験者への助言や指導が効果的に行われた結

果、体験者、受入施設双方で本事業の成果を享受することができている。

また、幅広い年代の体験者を受け入れている。
3 PRについて
ハローワーク等、関係機関に事業周知の協力を依頼するなど、求職者へのPRに力を注いだ。

神奈川県

H21に職場体験受入事業所との懇談会を開き、「参加動機」をはつきりさせることの重要性が示され、H22におい
ては、申込を受ける段階で参加動機を明確にするよう努めている。

受入施設についても人材センターヘの全求人事業所を対象とする他、求職者が見つけてきた事業所に対しても交

渉するなど、工夫しながら進めている。

新潟県
今年度は高校生にも広く福祉職場を体験してもらう機会を提供するため、夏休み前に県内の全高校へ職場体験の

案内を送付し、8月 は既に15人ほどの参加があつた。

富山県
ハローワーク富山(富山市)に窓口での当該事業の案内を依頼したこと、マッチング支援事業により県内各地のハ

ローワーク内の福祉職場相談コーナーで啓発したことなどにより、昨年度に比較して参加人数の増加が見られた。

石川県

・受入事業所の採用試験の一手段としてご活用いただき、採用につながつたケースがあつた。
・ホームヘルバー2級研修の実施事業所に、受講生及び修了生に対する体験募集の案内を依頼するなど、体験者

噌に力を入れている。

長野県
一般求職者に加えて、中学生・高校生・専門学校生等も対象とし、福祉職場への就職に併せて、養成校への進学

促進等介護・福祉職場の普及・啓発も併せて行つている。

岐阜県 今年度から、障がい者施設も体験施設として受入れを依頼。職場体験できる施設及びその選択の幅を増やした。

静岡県 体験日数を原則として3日 以上とし、職場体験の充実を図つた。

愛知県

◎事業実施上で工夫した点 (平成22年度 )
・受入施設の拡大 (社会福祉法人・株式会社・NPO法人等。求人事業所を含む。)を図つた。
・職場体験申込者と連絡を密にし、職場体験の心得5ケ条」を配布するなど、効果的な体験となるよう体験者に働き

か け た 。

・就職フェアの面談ブースで職場体験希望者に受入施設から直接施設の状況や体験内容を説明する機会を設け

た。

二重県
HPやチラシの配布等で事業のPRに努め、またハローワーク等関係機関との連携の結果、参加人数35人、延べ参加

人数215人と順調に推移している。

滋賀県

・キヤリア支援専門員の事業所訪問や就職フェアに参加される事業所に直接呼びかけ、体験事業の事業所登録を

口乎びかけた。

・H22は最長5日 まで体験ができるコースに変更し、求職者のニーズに柔軟に対応できるようにした。

京都府
京都府で実施している緊急雇用事業「介護・福祉人材づくり派遣事業」(H21は「研修代替職員派遣事業」)における、

派遣職員と派遣先事業所のマッチングにあたり積極的な活用を図つている。

大阪府

・府内の事業所訪間の際に事業説明及び受け入れ依頼を行つている。
・毎月開催する就職支援セミナーの場において、職場体験の希望者を募つて事業所とマッチングしている。
・府内の高等学校に職場体験事業の活用を依頼する文書を配布し、希望者を募つた。
・合同求人説明会、合同面接会において、事業所の表示パネルに「職場体験事業登録法人」と表記し、事業所側に

も積極的な受入を要請している。

兵庫県

●福祉人材センター主催の就職フェアにおいて、あらかじめ参加法人に事業を周知するとともに、フェア当日に来場

者の参加登録を行つた。

●各ハローワークに対し、窓口で求職者に案内していただくよう依頼した。

●ボランテイアや教育の一環として職場体験をしている者との区分が難しく、「円滑な就労の支援」という緊急対策と

しての目的達成にどのような効果があつたか半1断が難しい。

奈良県
介護職の就職希望者が施設において職場体験を行うことにより,介護職への向き不向き、実際の職場の雰囲気など

を知ることができ,就職につなげることができた。
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魃瘍螺鶯滲浴
彗躍 鞘鶏翻騎嘴
セヘ体験を申し込むケースが多かつた。

所)

・実際に就職に結びついた例あり。

奔璽最鯉罰璧

`捺

警紫 :離y策輩爵合だ肇賛導蔵任鷺:が受けられるよう改善し、定着率向上を図つた成果と考え
られる。

岡山県

山口県

徳島県 職場体験がきっかけとなり、福祉職場に関する理解が図られた。

)うち6人が体験施設での就職につながつた。就職後の適

護梶動蒙‰湯|ら慮‖こ綱豚譜譜

主体L統望翁曇華肇喜塞馨菖糧認ンタ
よ゙り多くの

香川県

高知県 高校存訪闇し、高校生に事業説明を行うとともに、県の広報誌
に事業内容を掲載し、さらなる周知を図つた。

長崎県 駆翻鱗鋒  貪盪属』塩  乱
かけるようにしている。

熊本県

響く螢警呵 露菊裏幕菫ξ鵬 謝   艦 愛慕モ:駐上Qその川こ合つた実

尚詈素量檬鱚瘍璽恣礼動藷よ落握軍:L皿]iIな
つ‐%。

大分県

護分野に就職した。

鋼 躙 露 331}鰈 ち数でぁったため、今

5日 間としている。
るヽ。

宮崎県
本センターの求職登録者以外の方からの申込みの際は、求職票を送付し、求職登録を促

している。

広く多くの方へ本事業の周知を図るため、地元新聞への広告 (3か月、週1回 )を掲載する。

鹿児島県灘断謄曇票iゴ薫刈珊旱蟹η剛貪欝言i冥覗馳灘[1'澱
を図る。

沖縄県

失者数 (体験型22名 、就労型27名 )、 採用数(体験型0名 、

魂き弼騨 、  1薔『肘機会となつたとの言葉を頂いている。

覇儡 愁誘臨 瑞 轍以 鴇
就職希望者より体験申込が相次いだ。

実施予定なしの1理機

福井県 福祉人材センターで実施済み。

佐賀県 委託先が見込めなかつたため
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